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委員は、内閣総理大臣が任命することとされており、３０人以内で構成。任期は２年で国会議員、地方公共団体の議会の議員、地方公共団体
の長等及び学識経験者により構成。

１．概 要

地方制度調査会は、地方制度調査会設置法により、内閣総理大臣の諮問に応じて地方制度に関する重要事項を調査審議するため、昭和２７年
１２月、総理府（現：内閣府）に設置。
平成３０年７月５日に、第３２次地方制度調査会の第１回総会が開催され、総理より諮問。

２．委 員

３．諮 問

人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応する観点から、
・ 圏域における地方公共団体の協力関係、
・ 公・共・私のベストミックス
その他の必要な地方行政体制のあり方について、調査審議を求める。

（任期：H ３０ . ７ . ５～ Ｒ２ . ７ . ４）

委員

第３２次地方制度調査会について

（R１．１２．１０時点）

【学識経験者１８名】 【国会議員６名】
飯 島 淳 子 東北大学教授 あかま 二 郎 衆議院議員

◎ 市 川 晃 住友林業（株）代表取締役社長 井 上 信 治 衆議院議員

伊 藤 正 次 首都大学東京教授 坂 本 哲 志 衆議院議員

太 田 匡 彦 東京大学教授 武 内 則 男 衆議院議員
大 橋 真由美 上智大学教授 二之湯 智 参議院議員

大 屋 雄 裕 慶應義塾大学教授 江 崎 孝 参議院議員
〇 大 山 礼 子 駒澤大学教授

岡 崎 浩 巳 地方公務員共済組合連合会理事長 【地方六団体６名】
宍 戸 常 寿 東京大学教授 飯 泉 嘉 門 徳島県知事（全国知事会会長）

勢 一 智 子 西南学院大学教授 田 中 英 夫 京都府議会議長（全国都道府県議会議長会会長）
田 中 里 沙 事業構想大学院大学学長、（株）宣伝会議取締役 立 谷 秀 清 福島県相馬市長（全国市長会会長）

谷 口 尚 子 慶應義塾大学准教授 野 尻 哲 雄 大分市議会議長（全国市議会議長会会長）

牧 原 出 東京大学教授 荒 木 泰 臣 熊本県嘉島町長（全国町村会会長）
武 藤 博 己 法政大学教授 松 尾 文 則 佐賀県有田町議会議長（全国町村議会議長会会長）

村 木 美 貴 千葉大学教授
★ 山 本 隆 司 東京大学教授 （ 委 員 ３ ０ 名 ）

横 田 響 子 （株）コラボラボ代表取締役
渡 井 理佳子 慶應義塾大学教授 （◎：会長、○：副会長、★：専門小委員会委員長）
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第32次地方制度調査会に係る審議経過について

平成３０年７月５日 第１回総会（発足）

平成３０年７月～１１月 第１回～第７回専門小委員会（計７回）

１２月１８日 第２回総会（今後の審議について）

平成３１年１月

～令和元年７月 第８回～第２０回専門小委員会（計１３回）

・「人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える2040年頃から逆算し顕在化する諸課題とその

対応」について審議

７月３１日 第３回総会（中間報告とりまとめ）

令和元年８月～９月 第２１回～第２５回専門小委員会（計５回）

・「人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応

する観点から、求められる地方行政体制のあり方」について審議

・「現行の合併特例法が本年度末に期限を迎えることへの対応」について並行して審議

令和元年１０月２５日 第４回総会（市町村合併についての今後の対応方策に関する答申とりまと

め）

３０日 総理手交

令和元年１１月２２日～ 第２６回専門小委員会

（令和２年１月２４日現在）

【諮問事項】
人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応

する観点から、圏域における地方公共団体の協力関係、公・共・私のベストミックスその他の必要な地
方行政体制のあり方について、調査審議を求める。

（参考）委員の任期満了：令和２年７月４日 2



第32次地方制度調査会 中間報告の概要①（第１ 2040年頃にかけて顕在化する変化・課題）

人口構造の変化・課題 技術・社会等の変化・課題

 技術の進展
・Society 5.0の到来、「人間中心
の社会」を実現する観点から、地域
課題の解決に新たな技術が活用で
きる可能性

 ライフコースや価値観の
変化・多様化

・組織や場所にとらわれない多様で
柔軟な働き方、生き方
・「田園回帰」の潮流

 災害リスクの高まり
・南海トラフ地震・首都直下地震等
が高い確率で発生する見込みインフラ・空間に関する変化・課題

・2040年頃にかけて人口減少は加速（▲88万人／年(2040)）
・指定都市や県庁所在市のみならず、東京圏においても人口減少と高齢化が進行
・世界人口は2040年には約92億人。農水産物輸出やインバウンド需要取り込みが課題

＜我が国の人口の変化（2015→2040）＞（万人）

・高度経済成長期に、人口増加に伴い集中的に整備してきたインフラが老朽化
・道路、河川、下水道、公園、公営住宅等に係る維持管理・更新費は2040年代に最大で現在の約1.4倍に
・空き地・空き家の増加の進行により、都市が低密度化・スポンジ化
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○ 変化・課題の現れ方は、高齢化の進行状況、地理的条件、活用可能な経営資源の違い等により、地域ごとに大きく異なる
（例えば、75歳以上人口が急増することが見込まれている市町村でも、 15～74歳人口の増減は様々であり、ギャップの現れ方には大きな違いがある）

⇒ 各地域において、変化・課題の現れ方を見通し、資源制約の下で何が可能なのか、どのような未来を実現したいのか、
ビジョンを共有し、その未来像から逆算して、長期的な視点で必要な対応を選択していくことが重要

 高齢者人口の増加
・介護需要が高まる85歳以上の高齢者が倍増。75歳以上の単身世帯
が約1.5倍
・労働者の５人に１人は医療・介護分野に従事
・医療・介護・公共交通等の供給体制の構築がハード・ソフト面で課題

 生産年齢人口の減少
・人手不足が全国的に深刻化
・生活サービスの供給や地域の経済活動の制約要因となるおそれ

 年少人口の減少
・小中学校の小規模化、児童生徒数の減少に伴う統廃合

○ 2040年頃にかけての人口構造の変化は、サービスの需要と供給の両面に大きく影響を与え、
サービスの持続可能性に影響を及ぼす
・支えを必要とする者や更新時期が到来したインフラが増加する一方で、支え手・担い手が減少するギャッ
プにより、多様な分野において課題が顕在化

○ 東京一極集中の継続は、人材の偏在に拍車をかけ、これらの課題の深刻さを増幅させるとともに、
大規模災害時の大きなリスクとなり、地域社会の持続可能性への脅威となる

地域ごとに異なる変化・課題の現れ方

○ Society 5.0の到来など新たな技術の進展、
ライフコースや価値観の変化・多様化により、課題の
現れ方を変える可能性がある
・新たな技術を地域社会へ実装していくことができれば、人材
不足や距離の制約等を乗り越える可能性
・地方圏への新たな人の流れや多様な人材の参画が広がる
ことで、課題の現れ方が緩やかなものとなる可能性

議論の材料となる
各地域の将来推計のデータ
「地域の未来予測」

南海トラフ巨大地震で想定される最大クラス震度分布

令和元年7月31日
第3回総会とりまとめ
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第32次地方制度調査会 中間報告の概要②（第２ 2040年頃にかけて求められる視点・方策）

ひと インフラ・空間

○ 人口増加や従来の技術等を前提として形成されてきた社会システムのままでは、 2040年頃にかけて生じる変化・課題に対応できなくなるおそれ
⇒ 社会システム（制度、インフラ、ビジネスモデル、社会的な慣習等）を変化に適応したものへとデザインし直す好機

○ 地方公共団体は、厳しい資源制約の下でも、持続可能な地域社会を実現していくことが必要
⇒ 地域課題に総合的に対応する地方公共団体が、新たな技術を基盤として、多様な主体と連携し合うネットワーク型社会を構築し、それぞれが
持つ情報を共有し、資源を融通し合うなど、地域や組織の枠を超えて連携・役割分担することで、住民の暮らしを支える力を高めていくことが必要

 人口構造の変化に応じたインフラ・空間の適正管理
 技術や社会の変化に対応したインフラの利用価値の向上、
スマートシティの実現

 時代の変化に対応できる人材育成
 技術を活用し、多様な住民が自分らしく活動の幅を広げられる環境整備
 人材が希少化する中、地域や組織の枠を越えて人材をシェア

① インフラ・空間の持続可能な管理
• 長寿命化、適正立地、施設の有効活用などインフラを賢く長く使
うための管理手法の見直し

• 利用者数等の将来見通し等に応じた適正立地

① 地域社会を支える人材の育成
• 個人に最適化された学びの充実、地域活動の継承
など次世代の育成

• 地域の将来像に即した特色ある高等教育機関や
高等学校を核に、産業・地域の担い手の育成

• 地域のイノベーションを生み出す職員の育成
• 地方議会への多様な人材の参画促進

② 地域の枠を越えた連携
• 市町村の区域にこだわらない都市機能の適正配置
• 生活圏や経済圏での公共交通のネットワーク化
• 都道府県や市町村との連携によるメンテナンス体制の構築
• 市街地のリノベーション
• 広域連携による仮設住宅等の確保など大規模災害への事前防
災・減災

③ 組織の枠を越えた連携
• 民間の力を引き出す公共私間の対話の場、公共施設と民間施
設の複合化等

• 暮らしを支える生活機能の拠点づくり

② 多様で柔軟な働き方の実現と地域経済の活力向上
• テクノロジーを活用した時間や場所にとらわれない働き方
• 起業・スタートアップなど変革しようとする事業者の支援
• 就職氷河期世代などへの支援
• 広域的な産業・地域雇用政策、インバウンド対応
• 地域の創意工夫を引き出す規制の見直し

③ 地域の枠を越えた連携
• 都市と農山漁村の交流と「関係人口」の拡大
による新たな地域づくり

• 広域的な行政課題に対し、生活圏や経済圏
を同一にする自治体による連携

• 都道府県と市町村の柔軟な連携
• 大規模災害、広域観光等に関する都道府県
間の協力

• 地方圏への定住・UIJターンを促す環境整備

④ 組織の枠を越えた連携
• 住民が継続的に活動するための仕組み
• 副業・兼業などによる「一人複役」の実現
• 官民での専門人材のシェア
• 公共私間をつなぐコーディネート人材
• 新たな民間サービスを活用した地域の課題解決

⇒ 今後、地域や組織の枠を越えた連携、技術を活かした対応等の方策を講じていくために求められる地方行政体制のあり方について、調査審議

① ひとへの投資
• 技術を使いこなすためのSTEAM教育、デザイン思考の養成、官民を行き来する柔軟
なキャリアパス

• 小規模市町村も技術の恩恵を享受できるよう、 CIOの広域配置等

② インフラへの投資
• システム標準化・共同化など行政サービスのデジタル化
• 共通プラットフォーム上のAI等の共同利用の促進

 Society 5.0へ円滑に移行するためのひと・インフラへの投資
技術

行政のデジタル化
・ 自治体システムの標準化
・ 多数自治体によるAI・IoT
等の共同開発・共同利用
・ ICT人材の確保・育成策

公共私の連携
・地域の共助組織のあり方
・公務員の地域活動

広域連携
・生活圏や経済圏での連携
・都道府県による支援
・災害時など多様な広域
連携

※ 関係府省及び地方公共団体における対応が考えられる方策については、各地方公共団体が住民の暮らしを持続可能な形で支えていくことができるよう、必要な制度改正や環境整備等に取り組むことを期待 4



第３２次地方制度調査会の審議の進め方

【諮問事項】

「人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃から逆算し顕在化する諸課題に対
応する観点から、圏域における地方公共団体の協力関係、公・共・私のベストミックスその他の必
要な地方行政体制のあり方について、調査審議を求める。」

① 「人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃から逆算し顕在化する諸課題」と
してどういったものが考えられるか。また、これにどのように対応することが求められるか。

⇒ ７月３１日「中間報告」

② 人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対
応する観点から求められる地方行政体制のあり方について

〇 圏域における地方公共団体の協力関係（広域連携）

〇 公・共・私のベストミックス（公共私の連携）

〇 その他の地方行政体制のあり方

・行政のデジタル化

・地方議会への多様な人材の参画促進

・現行の合併特例法が令和元年度（平成３１年度）末に期限を迎えることへの対応
⇒ １０月２５日「答申」

任期の令和２年７月までに答申
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 市町村の現在の状況や課題、今後の変化の現れ方は多様。首長、議会、住民等がともに、地域の未来像について議論を重
ねた上で、行政サービス提供のために必要な経営資源をどのように確保していくのか、地域の置かれた状況に応じて自ら判
断し、地域や組織の枠を越えた連携、技術を活かした対応など、長期的な視点で必要な対応を選択していくことが重要。

 地域の枠を越えた基礎自治体による行政サービスの提供体制については、引き続き、各市町村において、基礎自治体として
担うべき役割を踏まえ、自主的な市町村合併、市町村間の広域連携、都道府県による補完などの多様な手法の中から最も適
したものを自ら選択できるようにすることが適当。

 自主的な市町村合併という手法は、行財政基盤の強化の手法の１つとして、引き続き必要。地域によっては、行財政基盤を中
長期的に維持していくための手法として検討することも考えられる。

第３２次地方制度調査会「市町村合併についての今後の対応方策に関する答申」の概要

 H11以来の全国的な合併推進運動（～H22.3）を経て、市町村合併は相当程度進捗。これにより、多くの市町村において行財
政基盤が強化。
※ 多くの合併市町村で、専門職員の配置、組織の充実、行財政の効率化等、様々な成果が発現。周辺部の旧市町村の活力が失われているといった課題に

対しては、支所等の設置、地域自治区の活用等の様々な取組。

 今後、人口減少はさらに加速し、2040年頃、高齢者人口はピークを迎える。人口減少と高齢化は、地方圏の一部の市町村ば
かりでなく、指定都市、県庁所在市、三大都市圏も含めて、全国的に進行。こうした人口構造の変化は、基礎自治体による行
政サービス提供の持続可能性にも影響を及ぼすこととなる。一方で、人口構造の変化の現れ方は、地域ごとに大きく異なる。

基礎自治体についての現状認識と今後の課題

今後の基礎自治体による行政サービス提供体制についての考え方

 現行法の期限後においても、自らの判断により合併を進めようとする市町村を対象として、引き続き、現行法で設けられてい
る合併の円滑化のための措置を講じることができるよう、現行法の期限を延長すべき。

 国及び都道府県は、引き続き、既に合併した市町村に対する必要な支援を行っていくべき。

市町村合併についての今後の対応方策

市町村数： 3,232（H11.3.31現在） 1,727（H22.3.31現在） 1,718（現在）

 H16に5年間の限時法(H22.3月末失効)として制定。H22改正により、合併推進のための措置を廃止し、合併の円滑化のための
措置（※）を定める特例法とした上で、10年間延長。R2.3月末で失効。
※ 議会の議員の定数又は在任に関する特例、普通交付税の合併算定替、住民発議・住民投票、合併特例区 等

「市町村の合併の特例に関する法律」（平成16年法律第59号）

平成の合併

令和元年10月25日
第4回総会とりまとめ
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１．開催趣旨

時代の変化に伴い地方議会・議員を取り巻く環境が大きく変化し、地方議会議員のなり手不足が深刻な状況
となっていること等を踏まえ、今後の地方議会・議員のあるべき姿や多様な人材が地方議会に参画しやすくな
るための方策等について、幅広く議論を行うことを目的として研究会を開催する。

２．構成員

３．開催実績

地方議会・議員のあり方に関する研究会について

【学識経験者】
（座長）
只野 雅人 一橋大学大学院法学研究科教授

（座長代理）
大山 礼子 駒澤大学法学部教授

（構成員）
岩崎 美紀子 筑波大学人文社会系教授
大屋 雄裕 慶應義塾大学法学部教授
河村 和徳 東北大学大学院情報科学研究科准教授
原田 大樹 京都大学法学系（大学院法学研究科）教授

【議会関係者】
（構成員）
加藤 鉱一 秋田県議会議長

（全国都道府県議会議長会副会長）
川上 幸博 島根県出雲市議会議長

（全国市議会議長会地方行政委員長）
安達 和彦 兵庫県神戸市議会議長

（全国市議会議長会指定都市協議会会長）
松尾 文則 佐賀県有田町議会議長

（全国町村議会議長会会長）

第１回（令和元年６月２８日（金）） 地方議会・議員のあり方に関する意見交換
第２回（令和元年８月３０日（金）） 全国議長会（全国都道府県議会議長会を除く）発表等
第３回（令和元年１１月１５日（金）） 全国都道府県議会議長会発表等

※１月半から２月に１回をめどに開催予定

※令和２年１月現在
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政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に推進し、もって男女が共同して参画する民主政治の発展に寄与する。

政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の概要

１ 目的（第１条）

１. 衆議院、参議院及び地方議会の選挙において、政党等の政治活動の自由を確保しつつ、男女の候補者の数ができる限り均等と
なることを目指して行われるものとする。

２ .男女がその個性と能力を十分に発揮できるようにする。
３. 家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となるようにする。

２ 基本原則（第２条）

３ 責務等（第３条及び第４条）

国及び地方公共団体の責務

政党その他の政治団体の努力

政党等の政治活動の自由及び選挙の公正を確保しつつ、必要な施策を策定し、及び実施するよう努めるものとする。

当該政党等に所属する男女のそれぞれの公職の候補者の数について目標を定める等、自主的に取り組むよう努めるものとする。

実態の調査及び情報の収集等（第５条）、啓発活動（第６条）、環境の整備（第７条）、 人材の育成等（第８条）

４ 基本的施策

５ 法制上の措置等（第９条）

実態の調査及び情報の収集等の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、必要な法制上又は財政上の措置等を講ずるものとする。

基本原則にのっとり

（平成30年法律第28号）
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女性模擬議会の開催状況について

市における女性模擬議会の開催状況

町村においては、山梨県丹波山村、長野県小海町、香川県まんのう町の３自治体が女性議会を実施 （全国町村議会議長会「第64回町村議会
実態調査」（H29.1.1-H29.12.31実績））

都道府
県

市区 人口
議員
定数

女性
議員数

開催日 テーマ・議題
当日議員と
なった人数

傍聴者数

富山県 黒部市 40,991 18 2 H30.11.19
１月の本会議に向けた、正副議長の選任
や委員会構成の決定、市の主要施策の
聴取（組織議会）

18 9

富山県 砺波市 49,000 18 2
H30.7.12
H30.11.22

女性の地位向上と社会的視野を広め、
生活に密着した課題や問題を捉え、市政
への提言など、女性の声を市政に反映さ
せる。

15
15

8
70

富山県 南砺市 51,327 20 1
H30.7.18
H30.11.19

生活者および女性の観点から社会を見
つめ、日常の活動から問題を提起し、市
政に反映させる。

14
14

19
33

千葉県 印西市 92,670 22 6 H30.10.31 市政に関する一般質問 8 19

山梨県 韮崎市 30,680 18 2 H30.8.8 市政一般について 13 25

静岡県 島田市 98,112 20 4 H30.7.30 参加者による一般質問 8 34

愛知県 西尾市 167,990 30 3 H30.11.14 市政全般 7 63

愛知県 犬山市 74,308 20 2 H30.2.14
いちにち女性議員による模擬議会と議員
間討議 10 16

愛知県 新城市 47,133 18 2 H30.11.28 参加者による一般質問 8 （不明）

【出典】 人口：平成２７年国勢調査（H27.10.1現在）
議員定数：全国市議会議長会 「市議会議員定数に関する調査結果」（H30.12.31現在）
女性議員数：「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」（平成30年12月31日現在）
女性議会の開催状況：全国市議会議長会「令和元年度市議会の活動に関する実態調査結果等」 （H30.1.1-H30.12.31実績）

町村における女性模擬議会の開催状況
こ うみ まちた ば やま むら

と なみ

いぬ やま

なん と

くろ べ

いん ざい

ちょう

しま だ

にし お

しん しろ

にら さき
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地方自治法の改正概要

・内部統制に関する
方針の策定・公表

・内部統制体制の整備

内部統制体制
の運用

・内部統制体制の評価
・監査委員の審査

・報告書の議会への提出

※ 内部統制体制：地方公共団体における事務が適切に実施され、住民の
福祉の増進を図ることを基本とする組織目的が達成されるよう、事務を
執行する主体である長自らが、行政サービスの提供等の事務上のリスク
を評価及びコントロールし、事務の適正な執行を確保する体制

長（内部統制に関する方針の策定等）

○ 都道府県知事及び指定都市の市長は、内部統
制に関する方針を定め、これに基づき必要な
体制を整備（その他の市町村長は努力義務）

○ 方針を策定した長は、毎会計年度、内部統制評
価報告書を作成し、議会に提出

議会（決算不認定の場合における長から議会への報告規定の整備）

○ 地方公共団体の長は、決算不認定の場合に、当該不認定を踏まえて必要と認める措置を講じたとき
は、その内容を議会に報告・公表

住民（損害賠償責任の見直し等）

○ 条例において、長や職員等の地方公共団体に対する
損害賠償責任について、その職務を行うにつき善意で
かつ重大な過失がないときは、賠償責任額を限定して
それ以上の額を免責する旨を定めることを可能に
（条例で定める場合の免責に関する参酌基準及び責任の下限額は国が設定）
（各地方公共団体が定める条例の施行の日以後の長や職員等の行為に基づく損
害賠償責任について適用）

○ 議会は、住民監査請求があった後に、当該請求に関
する損害賠償請求権等の放棄に関する議決をしようと
するときは、監査委員からの意見を聴取

監査委員（監査制度の充実強化）

○ 監査委員は監査基準に従うこととし、監査基準は、
各地方公共団体の監査委員が定め、公表
（監査基準の策定について、国が指針を示し必要な助言を実施）

○ そのほか、以下の見直しを実施
・ 勧告制度の創設 ・ 監査専門委員の創設（※）

・ 議選監査委員の選任の義務付けの緩和（※）

・ 条例により包括外部監査を実施する地方公共団体の実
施頻度の緩和（現行は毎会計年度） （※） 等

地方公共団体の事務執行の適正を確保するため、下記の取組をパッケージとして実施

（参考）４号訴訟と損害賠償請求権の放棄の議決

R2.4.1施行

R2.4.1施行
（※はH30.4.1施行）

R2.4.1施行

H30.4.1施行

（平成29年法律第54号）
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Ⅰ 地方公共団体における内部統制の基本的枠組み

・人口減少社会においても行政サービスを提供していくため、その要請に対応した地方行政体制を確立する必要。
⇒ 地方自治法改正、内部統制制度を導入（平成32年４月施行 都道府県・指定都市：義務付け その他の市町村：努力義務）

・地方公共団体は、組織として、予めリスクがあることを前提として、法令等を遵守しつつ、適正に業務を執行。
・内部統制が有効に機能するためには長の意識が最も重要。 ・団体ごとの規模や特性等に応じて、柔軟に対応。

はじめに

・組織的な取組の方向性等を示すもの
団体ごとの状況や課題等を踏まえ、内部統制の目的、内部統制
対象事務（財務に関する事務は必須）等を記載し、公表

・内部統制体制の整備状況・運用状況等を踏まえ、
必要に応じて、方針の見直しについて検討。

Ⅱ 内部統制に関する方針

①全庁的な体制の整備：各職員及び各部局の取組みのよりどこ
ろとして、職員・部局・会議体の役割や、評価対象期間にお
ける計画や手続等を定める。
※全庁的な内部統制の評価項目（別紙１）を適宜参照の上検討

②業務レベルのリスク対応策の整備：
各部局でリスクを評価し、リスク対応策を整備。
※リスク評価シート例（別紙２）、リスク例（別紙３）を適宜活用

Ⅲ 内部統制体制の整備

・内部統制対象事務について、内部統制の整備状況及び運用状況を評価。
内部統制の不備がある場合には、対応する権限と責任を有する職員が改善及び是正を行う。

・整備上の重大な不備又は運用上の重大な不備がある場合、内部統制は有効に整備又は運用されていないと判断。
・監査委員の意見を付け、議会に提出・公表。

Ⅳ 内部統制評価報告書の作成

地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（概要）

・監査委員は、評価が評価手続に沿って適切に実施されたか、把握された不備に対する評価結果が適切な判断に基づいているか
という観点から、意見を付す。

Ⅴ 監査委員による内部統制評価報告書の審査

４つの目的が達成されないリスクを一定の水準以下に
抑えることを確保するために、
業務に組み込まれ、組織内のすべての者によって遂行
されるプロセスをいい、６つの基本的要素から構成

①統制環境 ②リスクの評価と対応
③統制活動 ④情報と伝達
⑤モニタリング
⑥ＩＣＴへの対応

①業務の効率的かつ効果的な遂行
②財務報告等の信頼性の確保
③業務に関わる法令等の遵守
④資産の保全

４つの目的 ６つの基本的要素

※全庁的な内部統制の評価項目（別紙１）、リスク評価シート例
（別紙２）を活用し評価を実施
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○ 監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の
行為の目的

○ 監査等の範囲及び目的

○ 独立性、専門性、質の管理 等

第１章 一般基準

○ 監査計画の策定

○ リスクの識別、評価及び対応

○ 内部統制に依拠した監査等

○ 監査等の実施手続、証拠入手

○ 各種の監査等の有機的な連携及び調整

○ 監査専門委員、外部監査人等との連携

第２章 実施基準

監査基準（案）及び実施要領の概要

監査基準（案） 実施要領

～主な項目～
○ リスクの識別、評価及び対応
・ 効率的かつ効果的に監査等を実施するため、監査委員は

自らの団体のリスクを識別し、そのリスクの内容及び程
度を評価した上で、リスクが高い事務事業に監査資源を
配分。

○ 内部統制に依拠した監査等
・ 各地方公共団体は、事務の適正な執行の確保のため、想

定されるリスクを基に、様々な形で事前の対策を講じて
おり、内部統制体制の整備の有無にかかわらず、既に一
定の内部統制が存在。

・ 内部統制制度の導入及び実施の状況に応じて、それぞれ
内部統制を前提とした、内部統制に依拠した監査等によ
り、監査等を効率的かつ効果的に実施することが可能。

上記の参考として、主な事務の標準的な事務フローに
沿って想定されるリスクを抽出し、想定される対応策や
必要な監査手続を整理した「事務フロー」及び過去に全
国でリスクが顕在化した事案を事務処理毎に区分し、そ
れを防ぐために必要であったと考えられる対応策や必要
な監査手続を整理した「リスク事案集」を作成

○ 各種の監査等の有機的な連携及び調整
・ 監査等は法律上は目的に応じて区分されているが、その
目的や手続き等は関連する部分もあるため、それぞれの
手続きを有機的に活用することで、監査等を効率的に実
施することが可能。

実施要領は、監査基準（案）に規定する項目のうち、特に留
意を要する事項に係る実務のあり方について、総務省として、
詳細な説明、具体例、望ましい実務について定めたもの。

○ 監査等の結果に関する報告等の作成及び提出、記載事項

○ 監査委員の合議による事項

○ 監査の結果に関する報告等の公表

○ 措置状況の公表等

第３章 報告基準

監査基準（案）は、地方公共団体に共通する、監査等を行うに当
たって必要な基本原則と考えられる事項を規定したもの。
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○ 平成２９年の地方自治法の一部改正により、
「条例において、長や職員等の地方公共団体に対する損害賠償責任について、その職務を行うにつき善意で、かつ、重大な
過失がないときは、賠償責任額を限定してそれ以上の額を免責する旨を定めることを可能にする」こととされた。

※ 条例を定める際に参酌すべき基準及び責任の下限額は政令で定めることとされた。

○ 今回の地方自治法施行令の一部改正は、改正地方自治法の規定に基づいて、

① 条例を定める際に参酌すべき基準 （＝参酌基準）

② 責任の下限額 （＝最低額）

を定めるもの。

【改正の趣旨】

参酌基準 ＝ 基準額（年収額） × 乗数
当該基準を参酌した上で、各普通地方公共団体が、
最低額以上で、長や職員等が負担すべき最大の額を
条例で設定

【政令で定める事項】 ※ 会社法における類似制度（責任軽減制度）を参考に設定

損害賠償額 長 副知事等 地方公営企業
の管理者等

職員

６

４
２

１

長や職員等の職責に応じて、負担すべき最大の額を
年収の６・４・２・１倍で設定

最低額は給与の１年分（年収の１倍）

※ 職責を考慮して参酌基準を定める必要があることから、基準額は、損害賠償責任の原
因となる事実が生じた時点を基準に、その時点の職責に応じて支払われる給料等の額
を１年間当たりの額に換算した額とする。費用弁償的な「扶養手当」、「単身赴任手当」、
「住居手当」、「通勤手当」及び「寒冷地手当」は基準額には含まれない。

① 長 ：年収の６倍
② 副知事等 ：年収の４倍
③ 地方公営企業の管理者等：年収の２倍
④ その他の職員 ：年収の１倍
※ 会社法の類似制度においても、代表取締役等の職責に応じて、６・４・２倍で設定。

④に相当する一般の社員については対象外。

地方自治法施行令の一部改正の概要
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品確法と建設業法・入契法（新担い手３法） Ｒ１改正時の概要

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化 （債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択

・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による
生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認

・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備

14



「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」
改正の概要

品確法（※）に基づき、公共工事の品質確保の促進の意義や施策に関する基本的方針を規定（平成17年閣議決定、平成26年改正）
国、特殊法人等、地方公共団体は、基本方針に従って必要な措置を講ずる努力義務

災害時の緊急対応の充実強化、働き方改革への対応、生産性向上への取組、調査・設計の品質確保
を柱とする品確法の改正（※）を反映

改正の全体像

第１ 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項

災害復旧工事等の迅速かつ円滑な実施のための体制整備
市場における労務の取引価格、法定福利費等を的確に反映
した請負代金･適正な工期等を定める公正な請負契約の締結

情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上
公共工事に関する調査等の品質確保が公共工事の品質
確保を図る上で重要

第２ 公共工事の品質確保の促進のための施策に関する基本的な方針
発注関係事務の適切な実施

災害時の緊急性に応じた随意契約・指名競争入札の活用
建設業者団体等との災害協定の締結、災害時の発注者の連携
災害時の見積り徴収の活用
法定福利費・補償に必要な保険料及び工期を的確に反映した
積算による予定価格の適正な設定
施工時期の平準化に向けた繰越明許費・債務負担行為の活用
による翌年度にわたる工期設定、中長期的な発注見通しの
作成・公表
休日･準備期間･天候等を考慮した適正な工期の設定
設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許
費の活用 等

受注者等の責務に関する事項
市場における労務の取引価格、法定福利費等を的確に
反映した適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結
情報通信技術の活用等による生産性の向上 等

工事の監督･検査及び施工状況の確認･評価に関する事項
工事の監督・検査及び施工状況の確認・評価における
情報通信技術の活用 等

調査等の品質確保に関する事項
調査等における発注関係事務の適切な実施
(予定価格の適正な設定、実施の時期の平準化、適正な履行期の設定等)

調査等における受注者等の責務に関する事項
（適正な請負代金・履行期による下請契約の締結、生産性の向上等）

調査等の性格等に応じた入札及び契約の方法
(プロポーザル方式の選択等）

（※）令和元年６月14日公布・施行

品確法基本方針とは

（※）公共工事の品質確保の促進に関する法律

※改正事項は、改正法の４本柱に対応して色分けして記載
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公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針
改正の概要

（適正化指針）

入契法（※１）に基づき、国土交通大臣・総務大臣・財務大臣が案を作成し、閣議決定
○ 発注者（国、地方公共団体、特殊法人等）は、適正化指針に従って必要な措置を講ずる努力義務
○ 上記３大臣は、各発注者に措置の状況の報告を求め、その概要を公表
○ 国土交通大臣及び財務大臣は各省各庁の長に対し、国土交通大臣及び総務大臣は地方公共団体に対し、
特に必要と認められる措置を講ずべきことを要請

○ 改正入契法において、入札契約適正化の柱として、施工に必要な工期の確保、施工の時期の平準化を図ることが追加
○ 適正な工期の設定、施工の時期の平準化等を発注者責務として規定する品確法（※２）の改正法が成立

Ⅰ．施工に必要な工期の確保
施工に必要な工期を確保するため、工期の設定に係る考慮事項として、工事の規模及び難易度等に加え、
公共工事に従事する者の休日、準備期間、後片付け期間、降雨日等の作業不能日数などを規定

Ⅱ．施工時期の平準化の推進
施工時期の平準化を図るため、計画的な発注や中長期的な発注見通しの作成・公表、繰越明許費・債務負
担行為の活用による翌年度にわたる工期の設定などの措置を講ずることを規定

Ⅲ．その他、品確法の改正等を踏まえての反映
品確法の改正を踏まえ、公共工事の入札契約の適正化を図る観点から、災害時における緊急性に応じた随
意契約・指名競争入札の活用、工事検査等における情報通信技術の活用等の事項について追記するととも
に、担い手確保のための処遇改善の取組などについて追記

（※2）公共工事の品質確保の促進に関する法律

改正のポイント

（※１）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

適正化指針とは
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正

な
工
期

設
定

等
の

た
め
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て

「
建

設
工

事
に
お
け
る
適

正
な
工

期
設

定
等

の
た
め
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
が

策
定

（
建

設
業

の
働

き
方

改
革

に
関

す
る
関

係
省

庁
連

絡
会

議
申

合
せ

）
さ
れ

た
こ
と
か

ら
、
本

ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の

遵
守

の
た
め
の

準
備

と
取

組
強

化
を
要

請
。

-
-

-
○

○
○

H
2
9
.9

.2
9

総
合

評
価

落
札

方
式

に
よ
る
入
札

に
お
け
る
適

切
な
ダ
ン
ピ
ン
グ
対

策
の

実
施

に
つ
い
て

会
計

検
査

院
か

ら
の

指
摘

を
受

け
た
こ
と
に
伴

い
、
総

合
評

価
落

札
方

式
に
お
い
て
最

低
制

限
価

格
制

度
を
併

用
す
る
こ
と
に
つ
い
て
禁

じ
ら
れ

て
い
る
こ
と
を
周

知
す
る
と
と
も

に
、
低

入
札

価
格

調
査

制
度

お
よ
び
施

工
体

制
確

認
型

総
合

評
価

落
札

方
式

を
活

用
す

る
よ
う
要
請
。

-
-

○
-

-
-

H
3
0
.2

.2
公
共

工
事

の
円

滑
な
施

行
確

保
に
つ
い
て

H
2
9
年

度
補

正
予

算
の

成
立

を
踏

ま
え
、
今

後
の

公
共

工
事

の
円

滑
な
施

工
確

保
を
図

る
よ
う
、
入

契
法

に
基

づ
き
要

請
。

○
-

○
○

-
-

H
3
0
.3

.2
2

建
設

業
の

働
き
方

改
革

の
推

進
に
つ
い
て

「
建

設
工

事
に
お
け
る
適

正
な
工

期
設

定
等

の
た
め
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
（
建

設
業

の
働

き
方

改
革

に
関

す
る
関

係
省

庁
連

絡
会

議
申

合
せ

）
の

趣
旨

を
踏

ま
え
、
建

設
工

事
に
従

事
す
る
者

の
長

時
間

労
働

の
背

税
に
向

け
た
取

組
を
要

請
。

○
-

○
○

○
○

H
3
0
.7

.2
「
建
設

工
事

に
お
け
る
適

正
な
工

期
設

定
等

の
た
め
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
改

訂
に
つ
い

て

「
建

設
工

事
に
お
け
る
適

正
な
工

期
設

定
等

の
た
め
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
が

改
訂

（
建

設
業

の
働

き
方

改
革

に
関

す
る
関

係
省

庁
連

絡
会

議
申

合
せ

）
さ
れ

た
こ
と
か

ら
、
本

ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の

遵
守

の
た
め
の

取
組

強
化

を
要

請
。

-
-

-
○

○
○

H
3
0
.7

.1
0

平
成
3
0
年
7
月

豪
雨

に
伴
う
災
害

復
旧

事
業

に
お
け
る
入

札
及

び
契

約
の

取
扱
い

に
つ
い
て

各
地

方
公

共
団

体
に
対

し
、
災

害
復

旧
事

業
の

入
札

契
約

に
つ
い
て
の

基
本

的
考

え
方

を
周

知
。

-
-

○
-

-
-

H
3
0
.7

.1
3

平
成
3
0
年
7
月

豪
雨

の
被

災
地

域
で
の

建
設

工
事

等
に
お
け
る
予

定
価

格
の

適
切

な
設
定
等

に
つ
い
て

各
地

方
公

共
団

体
に
対

し
、
実

勢
価

格
の

機
動

的
な
把

握
に
よ
る
適

切
な
予

定
価

格
の

設
定

や
適

切
な
支

払
い
に
努

め
る
よ
う
要

請
。

○
-

-
-

-
-

H
3
0
.1

1
.9

公
共

工
事

の
円

滑
な
施

工
確

保
に
つ
い
て

H
3
0
年

度
補

正
予

算
の

成
立

を
踏

ま
え
、
今

後
の

公
共

工
事

の
円

滑
な
施

工
確

保
を
図

る
よ
う
、
入

契
法

に
基

づ
き
要

請
。

○
-

○
○

-
-

H
3
1
.2

.8
公
共

工
事

の
円

滑
な
施

工
確

保
に
つ
い
て

H
3
0
年

度
第

2
次

補
正

予
算

の
成

立
を
踏

ま
え
、
今

後
の

公
共

工
事

の
円

滑
な
施

工
確

保
を
図

る
よ
う
、
入

契
法

に
基

づ
き
要

請
。

○
-

○
○

-
-

H
3
1
.2

.8
速
や

か
な
繰

越
手

続
の

徹
底

に
よ
る
建

設
業

の
適

正
な
労

働
環

境
の

確
保

に
つ
い

て

工
事

の
発

注
や

、
契

約
締

結
後

の
工

期
の

変
更

に
当

た
っ
て
、
や

む
を
得

な
い
事

由
が

発
生

し
、
年

度
内

の
み

で
は

適
正

な
工

期
を
確

保
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
と
見

込
ま
れ

る
場

合
に
は

、
速

や
か

な
繰

越
手

続
を
実

施
し
て
適

正
な
工

期
を
確

保
す
る
こ
と
を
要

請
-

-
-

○
-

-

H
3
1
.3

.2
9

ダ
ン
ピ
ン
グ
対
策

の
更

な
る
徹

底
に
向

け
た
低

入
札

価
格

調
査

基
準

及
び
最

低
制

限
価

格
の

見
直

し
等
に
つ
い
て

中
央

公
共

工
事

契
約

制
度

運
用

連
絡

協
議

会
に
お
い
て
「
低

入
札

価
格

調
査

基
準

中
央

公
契

連
モ
デ
ル

」
が

改
正

さ
れ

、
低

入
札

価
格

調
査

に
お
け
る
算

定
方

式
が

改
定

さ
れ

た
と
こ
ろ
。
こ
れ

を
踏

ま
え
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
受

注
の

防
止

の
観

点
か

ら
適

宜
見

直
し
を
行

う
よ

う
、
入

契
法

に
基

づ
き
要

請
。

-
-

○
-

-
-

R
1
.6

.1
4

建
設
業

法
及

び
公
共

工
事

の
入

札
及

び
契

約
の

適
正

化
の

促
進

に
関

す
る
法

律
の
一
部

を
改

正
す
る
法
律

の
公

布
及

び
公

共
工

事
の

品
質

確
保

の
促

進
に
関

す
る
法
律

の
一

部
を
改

正
す
る
法
律

の
公

布
・
施

行
に
つ
い
て
（
通

知
）

建
設

業
の

働
き
方

改
革

や
将

来
の

担
い
手

を
確

保
す
る
た
め
の

法
改

正
の

公
布

・
施

行
に
つ
い
て
通

知
○

-
-

○
○

○

R
1
.7

.5
６
月

下
旬

か
ら
の
大

雨
に
よ
る
災
害

復
旧

事
業

に
お
け
る
入

札
及

び
契

約
の

取
扱

い
に
つ
い
て

各
地

方
公

共
団

体
に
対

し
、
災

害
復

旧
事

業
の

入
札

契
約

に
つ
い
て
の

基
本

的
考

え
方

を
周

知
。

-
-

○
-

-
-

R
1
.7

.5
６
月

下
旬

か
ら
の
大

雨
に
よ
る
被
災

地
域

で
の

建
設

工
事

等
に
お
け
る
予

定
価

格
の
適
切

な
設
定

等
に
つ
い
て

各
地

方
公

共
団

体
に
対

し
、
実

勢
価

格
の

機
動

的
な
把

握
に
よ
る
適

切
な
予

定
価

格
の

設
定

や
適

切
な
支

払
い
に
努

め
る
よ
う
要

請
。

○
-

-
-

-
-

R
1
.1

0
.1

5
令
和
元

年
台

風
第

1
9
号
に
よ
る
災

害
復

旧
事

業
に
お
け
る
入

札
及

び
契

約
の

取
扱

い
に
つ
い
て

各
地

方
公

共
団

体
に
対

し
、
災

害
復

旧
事

業
の

入
札

契
約

に
つ
い
て
の

基
本

的
考

え
方

を
周

知
。

-
-

○
-

-
-

R
1
.1

0
.1

5
令
和
元

年
台

風
第

1
9
号
の

被
災

地
域

で
の

建
設

工
事

等
に
お
け
る
予

定
価

格
の

適
切
な
設
定

等
に
つ
い
て

各
地

方
公

共
団

体
に
対

し
、
実

勢
価

格
の

機
動

的
な
把

握
に
よ
る
適

切
な
予

定
価

格
の

設
定

や
適

切
な
支

払
い
に
努

め
る
よ
う
要

請
。

○
-

-
-

-
-

R
1
.1

0
.2

1
公
共

工
事

の
入

札
及

び
契
約

の
適

正
化

の
推

進
に
つ
い
て

品
確

法
「
基

本
方

針
」
及

び
入

契
法

「
適

正
化

指
針

」
の

改
正

を
踏

ま
え
、
一

層
の

入
札

契
約

の
適

正
化

を
図

る
よ
う
、
入

契
法

に
基

づ
き
要

請
。

（
改

正
入

契
法

の
遵

守
並

び
に
改

正
後

の
指

針
及

び
本

要
請

に
沿

っ
た
取

組
の

徹
底

の
依

頼
）

○
○

○
○

○
○

R
1
.1

0
.2

1
公
共
工

事
の

品
質

確
保

の
促

進
に
関

す
る
施

策
を
総

合
的

に
推

進
す
る
た
め
の
基

本
的
な
方
針

の
一

部
変

更
に
つ
い
て

品
確

法
「
基

本
方

針
」
の

改
正

を
踏

ま
え
、
一

層
の

公
共

工
事

の
品

質
確

保
の

促
進

に
つ

い
て
適

切
に
対

応
す
る
よ
う
通

知
。

○
○

○
○

○
○

R
1
.1

0
.2

5
令
和

元
年

台
風

第
1
9
号

の
被

災
地

域
で
の

調
査

・
設

計
・
測

量
等

の
業

務
に
係

る
入
札

及
び
契

約
の

取
扱

い
に
つ
い
て

被
災

地
に
お
け
る
迅

速
か

つ
円

滑
な
復

旧
事

業
等

の
実

施
を
図

る
た
め
、
調

査
・
設

計
・

測
量

等
の

業
務

に
従

事
す
る
技

術
者

の
確

保
が

重
要

で
あ
る
状

況
に
鑑

み
、
緊

急
性

に
応

じ
た
随

意
契

約
等

の
活

用
や

予
定

価
格

の
適

切
な
設

定
等

に
つ
い
て
、
調

査
・
設

計
・

測
量

等
の

業
務

も
対

象
と
な
る
こ
と
を
改

め
て
通

知
。

○
-

-
-

-
-

令
和

2
年
1
月

2
4
日
現
在

地
方

公
共

団
体

に
対

す
る
総

務
省

・
国

交
省

に
よ
る
主

な
連

名
発

出
文

書
（
平

成
26

年
9
月

以
降

）
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行
政
書
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
６
１
号
）
概
要

 

                          

 ①
 
行
政
書
士
は
、
依
頼
を
受
け
て
、
官
公
署
に
提
出
す
る
書
類
そ
の
他
権
利
義
務
又
は
事
実
証
明

に
関
す
る
書
類
を
作
成
す
る
こ
と
を
業
務
と
す
る
。
 

 
 

平
成

2
6
年
の
行
政
書
士
法
改
正
に
よ
り
特
定
行
政
書
士
に
行
政
不
服
審
査
の
手
続
代
理
権
が

付
与
さ
れ
る
な
ど
、
行
政
書
士
の
業
務
は
多
様
化
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
行
政
書
士
法
の
目
的
を

よ
り
実
態
に
即
し
た
も
の
と
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

 ②
 
社
員
が
一
人
の
行
政
書
士
法
人
の
設
立
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
行
政
書
士
法
人
は
、
事
務
所

と
資

格
者

個
人

の
資

産
の

分
離

、
社

会
的

信
用

の
増

大
な

ど
の

メ
リ

ッ
ト

が
あ

る
に

も
か

か
わ

ら
ず
、
社
員
一
人
の
み
で
は
設
立
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

※
 
現
行
法
上
、
弁
護
士
法
人
及
び
社
会
保
険
労
務
士
法
人
に
お
い
て
社
員
が
一
人
の
法
人
が
認
め

ら
れ
て
い
る
。
 

※
 
第

1
9
8
回
国
会
で
成
立
し
た
「
司
法
書
士
法
及
び
土
地
家
屋
調
査
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
令
和
元
年
法
律
第

2
9
号
）
」
に
よ

り
、
司
法
書
士
法
人
及
び
土
地
家
屋
調
査
士
法
人
に
つ
い

て
も
社
員
が
一
人
の
法
人
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
 

 ③
 

行
政

書
士

会
の

会
則

に
基

づ
く

会
員

に
対

す
る

処
分

に
関

し
て

、
法

律
上

の
根

拠
が

な
い

こ

と
を

理
由

に
異

議
を

申
し

立
て

る
事

例
が

あ
る

な
ど

、
行

政
書

士
会

に
よ

る
自

主
的

な
規

律
の

維
持
に
支
障
を
来
す
場
面
も
生
じ
て
い
る
。
 

※
 
司
法
書
士
法
第

6
1
条
、
土
地
家
屋
調
査
士
法
第

5
6
条
及
び
社
会
保
険
労
務
士
法
第

2
5
条
の

3
3
に
お
い
て
、
単
位
会
が
会
員
の
法
令
違
反
の
お
そ
れ
を
認
め
る
場
合
に
当
該
会
員
に
対
し
て
注

意
勧
告
で
き
る
旨
の
規
定
が
あ
る
。
 

現
 
 
状
 

  
行

政
書

士
の

業
務

の
安

定
性

を
確

保
し

、
国

民
に

対
す

る
よ

り
質

の
高

い
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を

確
保
す
る
観
点
か
ら
、
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
。
 

①
 

法
律
の
目
的
に
「
国
民
の
権
利
利
益
の
実
現
に
資
す
る
こ
と
」
を
明
記
 

 ②
 
社
員
が
一
人
の
行
政
書
士
法
人
の
設
立
等
の
許
容
 

 ③
 

行
政
書
士
会
に
よ
る
注
意
勧
告
に
関
す
る
規
定
の
新
設
 

改
正

の
概

要
 

27


	00-1 表紙
	スライド番号 1

	01 191210 第32次地方制度調査会（概要）※（参）追加
	スライド番号 1

	02 審議経過１枚もの（第４回総会以降）
	スライド番号 1

	03 中間報告概要ペーパー
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	04  今後の審議の進め方
	スライド番号 1

	05 合併答申概要
	スライド番号 1

	06 議会研の概要（令和２年１月現在）
	スライド番号 1

	07 政治分野男女共同参画推進法概要
	資料６　行政課関係資料
	04_（2係）資料（政治分野男女共同参画法）


	08 女性模擬議会の取り組み事例
	スライド番号 1

	09 （行政書士係）説明資料
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3

	10 免責条例関係資料
	スライド番号 1

	11 新担い手３法概要
	スライド番号 1

	12 【品確法基本方針】概要 
	13 【適正化指針】概要
	公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針�　　　　　　　　　　　　　　　　改正の概要

	14 【通知】公共工事の入札及び契約の適正化の推進について
	15 190910 地方公共団体の調達における中小企業者の受注機会の確保について
	16 （通知）地方特例政令第３条第１項に規定する総務大臣の定める件2up
	17 200124 連名通知一覧（H26.9～）（縦版）
	Sheet1

	18 【概要】行政書士法の一部を改正する法律



